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>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 

１．平成１８年改正法の概要（３） 

>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 

シフト補正の制限 
 改正前は拒絶理由の解消が困難な場合、明細書に記載されている範囲内であれば、

全く概念の異なる発明への補正が可能であった。例えば、冷凍輸送車の全体構造から、

冷凍庫内のエアーカーテンのような部分の発明への変更が可能であった。しかし、改

正後は、最初の拒絶理由通知を受けた後は、技術的特徴の異なる別発明に変更する補

正は不可となる。 
１ シフト補正の意味 
 拒絶理由通知がなされた発明と補正後の発明の間で、単一性の要件を満たさない場

合はシフト補正とされる。単一性を満たさない関係には、つぎの二つのパターンがあ

る。 
 タイプ１は、最初のクレームは発明Ａのみで、補正して発明Ｂに変えるパターンで

ある。タイプ２は、最初からクレームに発明Ａ，Ｂの二つが記載されており、補正に

より発明Ｂのみ残したパターンである。いずれのタイプでも、ＡとＢが単一性を満た

さなければ、シフト補正となる。 
 
 タイプ１ ＡとＢは単一性の要件を満たさない別発明 

 
 

クレーム：Ａ 補正 Ｂ 拒絶理由通知 
 

Ａ，Ｂ （発明Ａは進歩性欠如）明細書：Ａ，Ｂ  

タイプ２  ＡとＢは単一性の要件を満たさない別発明 

 

 補正 Ｂ 拒絶理由通知 クレーム：Ａ，Ｂ
 

Ａ，Ｂ （発明ＡとＢは単一性違反、

 発明Ａは進歩性欠如） 
明細書：Ａ，Ｂ  



 

 
２ シフト補正の禁止時期 
 審査が開始されるまでの間は、出願人が権利化したい発明を明細書等に記載された

範囲内で自由に変更できる。ただし、審査開始後は一貫して、つまり下記の補正時に

はシフト補正が禁止される。 
① 拒絶理由通知に対する意見書提出期間内 

② 文献公知発明に係る情報の記載不備通知に対する意見書提出期間内（ただし、拒

絶理由通知後に不備通知された場合に限る） 

③ 拒絶査定不服審判の請求の日から 30 日以内 

④ 拒絶査定不服審判請求後の拒絶理由通知に対する意見書提出期間内 

 
３ シフト補正違反の取扱い 
 上記のシフト補正は、拒絶理由とされる。ただし、発明自体には実質的な瑕疵がな

いため、そのまま特許されても第三者の利益を害しないので、無効理由とはならない。 
 また、最後の拒絶理由通知後のシフト補正は補正却下となる。 

 

 

>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 

２．平成１８年改正法の概要（４） 

>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 

外国語出願の翻訳文提出時期 

１ 外国語書面出願制度は、ａ）外国での第１国出願基にパリ優先権主張を行い、我

が国に第２国出願を行う場合に利用されているほか、ｂ）我が国に外国語明細書に

よる第１国出願を行う場合にも利用されている。 
 
２ 前記ｂ）のように最初から外国語で日本に出願した場合に、追って提出すべき日

本語翻訳文の提出期限は２ヶ月しかなかったが、これを１年２ヶ月以内に延長され

る。すなわち外国語書面出願の翻訳文提出期間は、「優先日から１年２月以内（日

本に第１国出願した場合には、日本の出願日から１年２月以内、パリ優先権を伴っ

て日本に第２国出願した場合には、第１国出願日（優先日）から１年２月以内）と

なる。 
 
３ 外国語書面出願（先の出願）に基づいて国内優先権を主張して新たな外国語書面

出願（後の出願）を行う場合もあるが、先の出願から２月以上経過後に後の出願を

行う場合、改正前では先の出願と後の出願の両者について翻訳文を作成する必要が

あった。しかし改正法では、無駄となる先の出願の翻訳文を省くことができ、後の

出願の翻訳文のみ提出することができるので、外国語書面出願に基づく国内優先権

の主張を効率的に行えるようになる。 



 

 

１年２月 

書面出願

最初の 
外国語 

国内優先権主張 

後の外国語

書面出願 

みなし取り下げ 
（１年３月後） 

１回のみで可 翻訳文 


